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カニズムについ て考察す る。 まず,選 択 につ いての原理 的な考察 を行 った王で,
組織メン.バーが相互に選択を関係づけするとい うプロセスを経 ることによって,
組織の選択という了解が構築されていることを明らかにする。さらに,そ のよ





























2)佐 藤 はウェ・..バーの再検討 を通 じて,組 織が固有の合理性 を もち,滴 定の個人の合理性
に還元 で きない と了解 されてい ることが 近代組織の特徴で ある と達べてい る(佐 藤[1993]60
ペー ジ,182ペー ジ)。.
3)選 択 による結果 の認識や生 じた出来事の特定 自体 も選択 であ るが,こ の点を考慮 した理論 的検
討は改 めて行 いたい。
4)内 野[1998]が,組織が果た している機 能につ いて指摘 してい る申で,r`歯略)個 人に とって
み.ると.組織が個人の外部にあるさまざまな リスクを引 き受けて くれることを意味す る。個 人に
とっては、組織 ぽ内外の不確 実性 に対 する保険機構 の機能 を担 うことになる。」(内野[1998】27
ペ ー ジ〕 と述べてい ることは注目に値 する。 しか し,どの ような擬 拠により,ど のような場合 に
組織が リスクを引 き受 ける ことになるのか についての検討はなされてい ない。
5)以 降の検討では主に企業組織 を念頭 においてい る。
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それ らの議論で は個人への選択帰属 が個 人の動機づ け となるこ とを強調 してい
るが,今 まで組織が引 き受 けていた選択 の リス ケを個 人が引 ぎ受 けることが可
能なのか とい うことは問題 とされて こなか った。市場 は選択の引 き受 け主体 に
はな りえないため,市 場での取引は 自己責任 が原則で あ り,選 択 による リス ク
は選択 の関与者が 自ら引 き受 けざ るを得 ない。例 えば,非 常 に複雑で大規模 な
製造業 の製造組織 を解体 し,す べて個 人の.契約 によって再構成 した場 合 には,
それ ぞれ の工程 を受 け持つ個 人が.そこで の選択 によって生 じた結果すべてを引
き受 けることになる。 しか し,そ の ような リス ク引き受 けは現実的 には難 しい
と思われ る%
ところで,.市場主義の根 拠の ・つ であ る取 引コス ト論で は,.取引の不確 実性
が高 い場合 に市場 に替わ6て 組織 が成立 する とい うのが,基 本的な主張の一つ
である。 そこで は,不 確 実性 とは単 に縮減 されるべ き もの として扱 われてい る。
しか し,組 織 において は,み ずか ら不確実性 を増大す ることによって不確 実性
に対 処 しよ うとす る ことも しば しばな され る。そ のよ うな組織 の営 み は イノ
ベーシ ョンの創出 に典型的 にみ られる。 イノベーシ ョンの創 出 においては組織
その ものおよびそ の環境の不確 実性 を高 めるよ うな選択が不 可欠であ るが,こ
のよ うな選択 のリスクは個.人では担 い きれない場合 も多い。組織 によるリス ク
引 き受 けは,そ の よ うな選択 の遂 行におい てい っそ う重 要性 を増す ことにな
る。
以上 の検討か ら,イ ノベー シ ョンを創 出す るための社会的な制 度 として組織
を捉 える ことが可能 になるη。 もちろん,あ らゆる場合 に組織 とい う制度が イ
ノベーシ ョンに適合的であ るわ けで な く,追 求す るイノベー シ ョンの性質や選
択 の リスクに対す る感受性 の差 異な ど,さ まざまな条件 によって イノベー シ ョ
の この ような個人の リスクをヘ ッジす る保険機構 は.取 引 コス トがかさむこ とになるため成立 は
難 しい と思われ る。
7)ド ラ ッカ・一も,知識経 済化 の進展 という異 なる観点か らであ るが,組 織 をFR革 機 関」 と位置
づ け,「組織 は,つ ねに変化 をもた らす ように組織 される。革新 を もた らすよ うに組織 され る」
(Drucker[1993]p.51)と述べてい る。
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ン創出に対する組織 の有効性 は変化す る。 しか し,組 織 による選択 とい う了解
が社 会的に意義 を もつ根拠 の一つ として イノベー ションの創 出を挙 げることは
可能であろ う。
だが,組 織への選択帰属 によって プラス面 ばか りが もた らされ るわ けで ない。
組織が選択の リスクを引 き受ける ことか ら,内 野[1998].が指摘す るよ うに,
過剰 にリスクを追 求す る単 なる冒険主義の克服 が組織 の解か託 るべ き課題の一
つ にな る㌔ 同時に,個 人の責任逃 れの装置 と して組織が機能す ることによ り,
「会社本位主義」 に基づ くとされ る不祥事 のよ うな,社 会的 に悪影響を もた ら
す選択 の発生が助長 され ることもあ りうる。
そのよ うな逆機 能を ミニマ イズ しなが ら,イ ノベー シ ョン創.出装置 として組
織 とい う制度を活用す ることを検討 しなければな らない。そのためにはまず,
組織 メンバーの携わ る選択がいか に して組織による選択 として了解 され,組 織
に帰属 され るのか,そ の メカニ ズムを解明する ことが必要 となる。本稿では,
組織へ の選択帰属の メカニ.ズムを解 明するために,や や遠回 りであ るが,選 択
とい う現象 を原理的に考察するこ とか ら始 める。








ルーマンによれば,「まず選択 は,自 由に選択で きる諸可能性のなかか ら
8)解 決 すべ き課題 で あ る単 な る冒険主義 が 組織 に おい てなぜ 生 じうるのか につい て,内 野【
199団で は,賃 金制度の影響 を除いては十分 な検討が なされてい るとはいえない.
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(他では ない)あ る特定 の選択 可能性 を選 び出 してい る。 さらに選択 は,選 択
の可能性 の領域つ ま り選択 の 拙 所」 を選 び出 してい る。その うえで,そ うし
た選択可能性 の領域の なかでは じめて,特 定 しうる一定の数の選択肢 が くっき
りと浮 か び上 が り,一 定 の選 択 の 明確 な傾 向 が はっ き りと認 め られ る。」
(Luhmann[1984],邦訳上巻210ペー ジ)。分析哲学 に依 りなが ら大澤 も,「選
択 が 同時 に選 択前 提 をなす 諸 選択 肢 の集 合 を構 成 して しま うこ と」(大 澤
[1988」85ぺrジ)を指摘 してい る。また,佐 伯[1980は 数理的な社会的決
定理論 の立場 か ら,わ れわれが何 らかの対 象を選 んで いる とき,多 くの場合に
は対 象を選ぶ ので はな く,む しろ選択 の根拠 を選 んで いる と主張 してい る。
あ る選択肢 に選択性 を認 めることは,そ れ と示差 的な関係 にある可能的 な選
択肢 の集合 を想定す る こと,す なわ ち選択肢 の集合 が同時 に選択 され ることに
よって 可能 にな る。それは,選 択肢 の集合 に同一性 をみいだす価値 の選択であ
り,個 々の選択 とい う操作 においては価値が同時 に選択 され ている とい うこ と
がで きる9)。したが って,選 択 は二重 の選択性 をと もなっている とい うことが
で きる。 ルーマ ンに則 って,.選択前提 の選択 を構造水準 の選択,選 択肢 の選択
を過程水準の選択 とよぶ ことにす る(Luhmann[1984]P㌔
だが,原 理的 にはこの ようなゴ重 の選択性 は無限背進のパ ラ ドクスを招 いて
.しま う。 なぜ ならぼ,選 択 前提 の選択 につい て も同様 の二重性 が問題 となるは
ずで あ り1構 造水準(価 値)の 選択 が無 限に反復 され なければな らない ことに
なるか らで ある。 この ように考えれば,一 つ の選択 とい う操作 は無 限の水準 に
おける選択 を潜在的 に含意 している ことになる。,
9)例 えば サイモ ンも,「レク リエー ションの行政官は,種 々の,ま た ときには相矛盾す る目的を.
その相対 的な重要性の観点か ら相互に比較考量す ることはしないか もしれないが,し か し,彼 の
実際の決定 と彼が彼の機関の政策に与える指示 は,実 際 には,こ れ らの 目的に対 して,あ る特定
の重 み を与 える ことにな るレ」(Simon[1957]p.6)と述べ,価 値前 提が選択 されてい る状況 に
つ いて言及 してい る。
10)大澤 によれば.こ の ような選択の二重の水準が ともに帰属 され ることが主体 性を有 していると
いう ことであ る(大 澤 「1994]38ペー ジ)。個 人が このよ うな主体 性を備えてい るとい うこ とは
近代社 会を特徴づ ける理念であるが,後 述す る選択 のパ ラ ドクスか ら,原 理的には個 人の主体性
も可能性 である限 り現実的だ といえ る(大 澤[1994]51ページ〕.
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この よ うな無限の水準 の選択 について,特 定 の水準の選択性を 自らの意図す
る選択であ ると自らで指示 するこ とはで きない。なぜな らば,自 らの選択性 を
指 し示そ うとする選択 も同様 に無限水準の選択 とな るか らである。 したが って,
選択の選択性 は自己完結 的には開示 されえない1%
以上の検討か ら導かれ る一つの結論 として,選 択 の選択性 は 「異和的な志 向
作用」 を もつ他者 によって発 見されなければな らない とい うことを挙 げる こと
が で きる。つま り,「選択 とい う事態 は,第 一次 的には,.他者 の視 点 に対 して
存在 して」(大澤[1988]87ペー ジ)お り,「選択 をまさに選択 として構成 して
い るの は,異 和 的 な志 向作 用 の可 能性(他 者性)で あ る」 〈大 澤[1988188
ペー のL%い いか えるな らば,選 択 は他 者 との コミュニ ケー シ ョン13)におい
て顕在化 され,選 択 の単位 性 はコ ミュニケーシ ョン過程で確定され る1。。
III組織 への選択帰属 プロセス
前節で述べた ように選択 はコ ミュニケー シ ョンにおいて開示 され ることか ら,
選択 の帰属 は コミュニケー シ ョン過程で決定される。個人 に主体性 を認め,選
択 を個.人に帰属す るのが一般的である ことか ら,組 織への選択 帰属 が了解され
る場合 には,独 特な コ ミュニケーシ ョン過程が成立 してい ると考 え られ る。.
本稿で は組織 メンバー間のコ ミュニケーシ ョン過程 に注 目し.組 織 へ の帰属
11>他者 がわれわれの前にい ない場合で も,自.らのふるまいの選択性 を発見す ることは しば しばあ
るが.そ のときには選択 をした自分 自身に対 して他者 として関わ り,異 なる立 場か ら選択 を観察
してい ると考えることがで きる。いいかえれば..自らの中にあ る内面化された他 者ゆら観察 し,
自己を他者化す ることによ っては じめて,自 らの選択 の選択性 も自らに とって闘示され てい ると
い見る。 この ような検討を裏付 ける ものと して,中 岡[1990]がヤ コーブソ ンなどに依bな.がら
提起 してい る自己ユ ミュニケー.ション1個入内 コ ミュニ ケーシ ョン)と いう撰念 を挙 げることが
で きる。
12}理論的な背景については大澤[1988]が詳 しく述べている。
13)ここでい うコ ミュニケーシ ョンとは単な る情報伝 達行為 にと どまらず.他 者に影響を与えるす
べてのふ るまいを指す。
.14)「あ らゆるコ ミュニ ケーシ ョンは,そ れに関.与す る心理 システ ムによって観察 され,そ の観察
が]ミ よニケ・一ションされ ることによ っては じめて,明 確 に縁取 りされ.他 の もの と区別 され た




がいかに成立す るのか を検討す る1%ま ず,組 織 目的 に準拠 したコ ミュニケー
シ ョンの観察によ っては組織へ の選択帰属は完全 に基礎づ け られない ことを示
す。次に 「関係づ け」 とい う視点か ら,組 織への選択 帰属 につ いての了解が成
立す るプ ロセスを探 る。
1組 織目的の不確定性
バーナー ドは,組 織 の行為 とは 「組織 目的 によって支配 され ている個人 の行
為で ある」(Barnard[1938]p,185)と述 べてい る。 このよ うな考 え方 に立 て
ば,組 織 目的 とい う観点か らコ ミュニケー シ ョンを観 察す る ことによ り,組 織
の選択であるか どうかが判定 され ることにな る。 しか し,組 織 目的が不確定性
を もつ ことか ら,組 織 目的 に照 ら して組織の選択 であ るか どうか判定す るこ と
は完全にはで きない。
Simon[1957]は,組織 目標1h,とは諸制 約 の全集合 であ る と述 べ,Cyert&
March[1963]はそれ を受 けて,組 織 目標 を組 織 とい う連合体 の構成 員間の継
続的バー ゲニ ングに よる学習 過程 の結 果であ る と して いる。バーゲ ニ ングに
よって組織 目標が形成 され るとす るならば,組 織 目標 は どのメ ンバーに とって
も,自 らの目標 をい くらか は含 んでい るが,完 全 に 自らの目標 と一致 しない も
の となる。 同時 に,Simon[1957]やCyert&March[1963]は超個 人的実 体
として組織を とらえ ることを否定す るがゆえ に17〕,内部 目標 の一貫性 に こだわ
≧
15)ある選択が組織 とい う..ド体の選択 と理解 できるかどうか の判断 は,厳 密にいえば個 々の紐織 内
で は完結せず,最 終的 には全体社会の法システムによって判断が なされ る。 したが って,組 織 メ
ンバー 間で了解 された ものが法的には組織 の選択 として認め られ ない とい うこともあ りうる。そ
のような意味で,組 織 メンバーの コミュニケーシ ョン過程 にお ける了解は暫定的な ものである と
いえる。 しか し,企業組織な どでは,組 織 の存続 のため に環境 の変動.に対 して タイム リーに対処
してい くことが必要であ ることか ら,法 システムを直接的 には参照せずに組織 メンバーの間のr
解 に基づいて選択されている ことも多い。 そのた め,組 織 メンバー間の選択帰 属に関する了解 距.
組織の あ り方 に大 きく影響を与えている と考 えられ る。 この ような理由から,本 稿では,.組織 メ
ンバー 間のコ ミュニ ケーシ ョン過程 に焦点 を絞 って検討す る。
ユ6>本稿で は,組 織 目標 と組織 目的について同一の概念であ るとして扱い,特 に区別 しない。
17)もち ろん,本 稿で も組織の 「集合 意識」や1.組織 の意識」があ ると:L張するわけで はないが,
人 々が しば しば 「1私の属す るXと い う組織 はPと いう目的を有 してい る」 とか,『私 は属 して/
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らず,目 標 の複数性 を事実.ヒ認めている。 しか し,目 標 の複数性 を認 め るな ら
ば,選 択肢 を選ぶ際に どの 目標 を基準 として選ぶか とい う構造水準 の選択が表
面化す ることにな り,そ れは第 五節でみた ような無 限背進 のパ ラ ドクスの顕在
化 を招 くおそれがあ る。 したが って,R標 の複数性 が組織 メンバー間で認め ら
れ ることは,組 織 によ る選択 とい う了解の成立 を危 うくす ることにつ なが りか
ねない。
それ に対 して,組 織が 成立す るため の要 素の一つ と して共通 目的 を挙 げた
バー.ナー ドは,「協働体系 の基礎 として役立 ち うる客観 的 目的 は,そ れが組織
の きめ られた 目的であ ると貢献者 に よって信 じ込 まれてい る目的であ る。共通
の目的が奉 当に存在 してい るとい う信念 を うえつ けることが基本的な管理職能
で あ る。」.(Barnard[1938]p.87)と述べ てい る。 田 中が指 摘 す る よ うに,
バ ーナー ドは 「目的その ものの内容 よ り,[1的の存在するこ との承認 を取付 け
ることの重要性 」(田中[1993]142ページ)を 説いている と理解で きる。つ ま
り,必 ず しもその内容 を実体的 に記述で きな くて も 参加者個人 の目的 とは異
なる共通 した 目的が存在す る とい う信念(了 解)さ え組織 メンバ ー間 にあれば
よい とい うことをバ ーナー ドは述べてい る。 このように.組 織 目的は先験 的に
存在 している,つ ま り共通 目的はすでに選ばれた ものとして存在 す ると組織 メ
ンバーに信 じられ ることによって,選 択 をめ ぐる無限背進のパ ラ ドクスは回避
され る。
だが,共 通 目的が存在 する とい う了解 はその内容の確定 を伴 うとは限 らない。
実際,盛 山[1995]が指摘 しているよ うに,組 織の 目標 を経験的 に同定す るた
めの方法は明 らかにされていない。 したが って,組 織 目的は,組 織 メ ンバ ーに
とって しば しば,先 験 的に存在 してい るが,十 分 に特定で きない もの と して立
ち現れ る。
＼いない けれ ど,私 の属す組織 と交渉のある別のYと い う組織はQと い う目的を有 している』 とい
うような信念 〔中略)を 抱 いている とい うこと」(盛山[1995]215ペー ジ)と いうこ とに着 目し
て議論 を展開 している。
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ゆえに,組 織 目的 はもと呑と個人の 目的 とは異 なる ものであ ると同時 にしば
しばその内容が確定 しえない ものであ り,組 織 メ ンバ ーにとって二重の意味で
他者性 を もつ もの と して現象す る。 このよ うな他者性 をもつ組織 目的 に準拠 す
る ことによって,組 織 メンバーのふ るまいにおける選択性が顕在化 され るが,
組織 目的.によっては選択性 は必 ず しも特定 され ない。
なぜな らば,組 織 目的の内容 の不確定性か ら,組 織 メンバーが内面化 してい
る組織 目的が 「本来の」組織 目的と合致 してい るか どうかは保 証されえず,ど
の組織 メ ンバー も 「正 しい」組織 目的 を体現 してい る とい えないか らで あ る18)
そのため,組 織 メ ンバー毎 にどのような選択性 を取 り上げ るのか一致 しない ζ
とになる。
そ うす る と,選 択 に携わ った組織 メンバーが 自らの組織 人格 に照 ら して組織
の選択で ある と主張す るものが,自 動的 に組織 の選択 として了解 され ることに
はな らず,そ れは組織 メンバー間の コミュニケー ショ.ン過程 における相互観察
によって判定 され ることになる。そのため,組 織 のために行 ったつ もりの選択
が,組 織 の選択か ら除外 され る可能性 が絶 えず存在す る。それ と同時 に,自 分
では組織 目的 に基づいていないつ もりのふ るまい も組織 による選択 として とら
えられ て しまう可能性 もあ る。
組織 に よる選択 で あるか ど う.かを一義 的に判定す るた めに,コ ミュニケー
シ ョン過程 において組織 目的を確定 しよ う.と試み ることは,組 織 目的 を決定す
る基準 を選択す ることにつ なが る。 それ は組織 目的は先験 的に存在 してい る と
い う了解 を打 ち消 し,構 造水準 の選択 を行 ってい ることを顕在化 させ ることか
ら,既 述 のパ ラ ドクスに陥 る可能性 を.もつ。
以 ヒの検討 か ら,組 織 メ ンバ ーの選択 が組織 の選択で あるか どうか を組織 目
18)脚注2)に触れた通 り,組織の合理性 は特定 の個人 の合理性 には還元されないためである。実 際
には トップが組織の 目的 を体現 しているかのようにみ なされ るが,そ れは次第で取 り上げる上位
、 権威 とい うフィクシ ョンが活用 された結 果 として生 じる現象であ る。また,上 位 権威に.基づ いて




的に基準 をおい て判定す ることは厳密 にいえば不可能であ るとい う結論が導 か
れ る1%し たが って,.目的 に必ず しも準拠せず に組織 による選択で ある と資格
づ け るコ ミュニケー シ ョンが組織 メ ンバー間で なされて お り,そ のよ うな.コ
ミュニ ケー シ ョンを生み 出す.メカニ ズムが組織に備わ っている と考 えられ る。
2選 択の関係づけプロセス
その よ うな メカニズムは奥 山が 述べ てい る 「関係づ け」 とい うプロセスに
よって基礎づ けられ る。組織 メ ンバーは組織 的 な選択 をす るにあた り,「自 ら
が前提 にすべ き他の組織 的意思 決定 を錯綜 した リアリティの中か ら選択 的に想
定 してい る。 こうした擬制 的に想定 され た組織的意思決定 に特定 の仕方で 自ら
の意思決定を関係づ けるこ とで,自 らの意思決定を組織的 な ものと して資格づ
けているのである。」(奥 山[1987]70ペー ジ)。
つ ま り,他 の組織 メンバ ーのふ るまいに組織 という主体 を見いだ.し,それを
参照 して選択す ることを相互に行 うことで,互 いの選択 が組織 め選択で ある こ
とを了解 しあ ってい る。先験 的な組織R的 は他の メンバ ーの意思決定 に体現 さ
れてい ると想定 しあ うことによって,組 織 目的の内容 を組織.メンバ ーが完全 に
確定で きなくとも,組 織 の選択が構成 され ることになる。 この よ うな組織 メン
バー間の コ ミュニケーシ ョンの継起 の中か ら浮か び上が って きた特定の選択性
が組織 的意思決定 と理解 され,関 係づ け プロセスか らこぼれおちた ものは組織
的な ものか ら排除 され る。 この ように,選 択の関係 づけ プロセスにおいて組織
目的 の存在 は しば しば活用 され る もの の6.必ず しも組織 目的を参照 しな くとも
組織的意思決定 は成立す る ことがで きる。 、
19)組織 の合理性の基準 として,組 織文化(企 業 文化)を 挙げ るこ ともで きる.だ が,組 織文化
(企業 文化)も 先験 的に存在 してい ると了解 され てお り,そ の内容 が確 定されない.そ のため,
個々の組織 メンバーが内面化 してい る組織文化(企 業文化}が その勧 織の 「真 の」組織文化(企
薬文化)で あ るか どうか判定不能であ、り,それ らの点で組織 目的と同様であ る。
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1上 位権威というフィクション
奥 山が注意 を促 しているが,関 係づ けプロセ.スにおいて前提 とされ る意思決
定が組織 的な ものである ことは擬制的 な ものであ り,ど の選択 を組織的意思決
定 と して弁 別するかは選択的で あ る(奥 山[1987]70ペー ジ)。想定 されてい
る意思決定 において も同様 の想定がなされてお り,組 織的意思決定過程 におい
てはそのよ うな想定が錯綜 してい るが,そ こに構造水準 の選択 を見いだす こと
は可能で ある。そ こで,こ の ような構造水準 の選択性 を隠蔽す るような メカニ
ズムが要請 され る.
また,選 択の関係 づ けプロセスが無秩序 になされ るな らば,組 織 メンバー間
の コミュニ ケーシ ョン過程 は組織 とい う主体 を奪 い合 うポ リテ ィクズの場 に
なって しまう。そ うなれ ば,組 織 の存続 自体 も脅かされかねない。
したが って,関 係づ けを整序化す るためのメ カニズムが構築 され るようにな
るが,最 も主要.なもの は上位 権威 とい うフ ィク ショ ン(Barnard[1938]PP.
169-171)の利用 である。権威が..L位か ら下位 に下降す る とい うのはバー ナー
ドが い うよ うにフ.イク ションであ るが,上 位権威 というフ ィクシ ョンによって
上位者か らの.ド位者 に対 す る命令は組織 的意思決定 と弁別 され ることにな る。
上位権威 とい うフ ィクシ ョンによ ってその命令が組織的意思決定であ ることは
さらに..L位の命.令に よって保証 される と想定 され,実 体 的にそれを確認す る こ
とは不可能であ って もそれは問題視 され ない。
上位 者の命令 を組織 的決定 と弁別 した うえでなされた下位者 の選択が組織 に
よる選択 と了解 されると同時 に,下 位 者の命令 受容 によ り上位者 の権威が維持
され,上 位 者の命令が組織の選択であ るとい う了解が確 固た る ものとなる。つ
ま り,コ ミュニケーシ ョン過程 に上位権威 が介在す るこ とによって,.上司 ・部.
下のふ るまいが組織 の選択であ ることが相 互的に保証 され る。






り,上 司であ る課長bか ら企業Yと の取引を うち切るよ うに命 令された という
状 況を想定 レてみ よ う。営業マ ンaが 上司の命令 に従 って企業Yと の取引 をう
ち切 るな らば,そ の選択は上位 権威 に基 づいた関係づ.けが なされてい るため,
組織 に よる選択 と了解 され,自 らの選択 の正 当性 を主張す る必 要 が な くな
る鋤。 同時 に,自 らの命令が受容 され た ことによって,上 司bの 権威 も維持 さ
れ る。
このよ うに上位権威 とい うフィクシ ョンが介在.し,.組織的意思決定が創 出さ
れる結果,上 位権威が実際 に存在 している ことが支持 きれ,現 実が フィクシ ョ
ンを事後 的に正当化す る とい う循環が な りたち,「上位権威 説は理論的 にはあ
くまで フィクシ ョンで あ りなが ら も,き わ めて リアルな もの にな る」 〔田中
[1993]145ペー ジ)。上位権威が リア.ルな もの として組織 メ ンバーに感知 され
ているため,上 位権威 に基づいた組織 の選択の際に も上位権威を受容する とい
う構造水準の選択 がなされているに もかかわ らず,そ の ような選択性 は顕在化
しない。
この ように,上 位権威 とい うフィクシ ョンが選択 の関係づ けを促進 し,組 織
的意思決定が創出 され ることで,主 体 としての組織が維持 されてい る。それで
は.上 位権威が受容されな.い場合 にはどうなるだ ろうか。先ほ どの事例で ,営
業 マ ンaは 自らの内面化 した企業Xの 組織 目的 に依 拠 した結 果,上 司 の命令 に
従わない こともあ りうる。営業マ ンaが 企 業Yは 将 来性が あ り,自 分の属す る
企業Xに とって重要 な顧 客 にな るだろ うと考 え,企 業Yと の取引 を続 けようと
するよ うな場合であ る。だが,そ の選択 は上司であ る課長bの 命令 と順接 して
いないため.そ の ままで は組織 による選択 とは了解 されず,営 業 マ ンaの 個人
的な選択だ と組織 メ ンバー間で は了解 され るこ とに なる。 同時 に,上 司bは
「も し命令 が無視 されれ ば,管 理者 は 自分 が正 し くない とい う危 険 を引 き
20)「上位権威 とい う概念 によって,個 人が選択 の際に負 うべ き責任 を,目 的へ と転嫁す ることが
正 当化 され,こ の ことによって,行 為に従 うとい う選択 に関 しては,個 人で奏任 を負わな くて良
くなる」 〔田中[19931144ペー ジ〕。
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受 けなければな らない こととなる」(Barnard[1938]p.170)。
また,組 織 目的 といった構造水準 の選択 は先行的になされている とい う暗黙
の了解が成 立 してお り,上 位権威 とい うフ ィクシ ョンが成立 している場合 には,
構造水準 の選択 は上位権威 に帰属 されてい るのに対 して,こ の場合 には下位 者
である営業 マ ンaが 構造水準 を選択 してい ることが顕在化す る。それ は構 造水
準 の選択が先験的 なものであ るとい う了解 を揺 らがせ,選 択のパ ラ ドクスを生
じさせかね ない。
したが って,こ の ような命令違反 は上位権威の仮構性 を顕 わに し,上 位権威
とい う関係 づ けメカニズムの成 立を脅かす ことにな りかねない。 そのため,上
位権威への挑戦は,バ ーナー ドがい うように組織 自体へ の意識 的攻撃 と取 られ,
厳 しく非 難されるので ある。
2制 度化のパラ ドクス
このよ うな上位権 威への挑戦 の影響 を防 ぐた めに,上 位権威綜公式組織 とい
う形で制度化 され,.権威 の根拠 は規則 に求め られ るようにな る。それによって,
組織 メンバー は規則 に則 る ことで組織 の選択 を遂行す ることがで きるよ うにな
り,組 織 目的の不確定性 も問題 にならな くな る。奥 山は このよ うな点 に着 目 し,
「(前略)選 択 を組織 に帰属す る もの として資格 づ ける とい う,こ の ような一
連 の関係づ けが,選 択 によって もた らされる予期 の内容(例 えば然 々の目的,
然 々の手段〉 に基づいて可能 とされるのではな く,選 択 の形式的 な側面であ る
手続 によって可能 とされてい るとい う点が,組 織 というシステムの メカニズム.
の中核 なのであ る」(奥山[1987]70ペー ジ)と 述べ ている。
この ような制度化がなされた組織類 型 としてWeber[1956].のい う官僚制組
織 を挙げる ことがで きる。官僚制化の進展 によ り,制 度 に準拠 して手続的 な面
か ら組織 の選択 であるか どうか弁別す ることが徹底 きれ,組 織 の選択が容易 に
構 成されるよ う.になる。 だが官僚制化 によって,Merton[1949]などが指摘 す
るよ うな官僚制 の逆機能 もあ らわれ る。例 えば,官 僚制で は 「予期 せぬ事態 の
■■』.
32(194)第166巻 第3号
起 こる可能性 が最小 となる意思 決定が選好 され」(Luhmann[1988},邦訳295
ペー ジ),革 新 の回避が生 じるようになる。
これ までの検 討か ら,公 式組織 とい う制度化 は,イ ノベrシ ョンの創 出を促
進するべ く,組 織 への選択帰属 とい う了解 を確 実にする ことを目的に進め られ
た と解 釈されるが,制 度化 の進展 は.革新の回避 を招 く結果 となってい る。それ
は制度化 の本来の目的で あるイノベー シ ョンの創 出 とま った く矛盾 してお り,
ここに制度 化のパラ ドクスを見いだす ことがで きる。
だか らといって制度化 を全 く否定 して しま うことも不可能であ る。すべての
選択 を個別 に組織 の選択であ るか どうか コミュニケー ション過程で判定す るこ
とは現実 的 とはいえず,ま た,そ のよ うな試み は組織 を単 なるポ リテ ィクスの
場 に して しまうことにもつなが りかね ない。 したが って,イ ノベー シ ョンの創
出のための社会的 な制度 として組織が機能す るため には,ど の程度 まで公式 的
な制度化 を図るのか,ま た制度か らの逸脱 をどの程度 まで許容 す るのか,と い
うことが絶 えず問.題にされていか なければ ならない。
また,新 た な選択の関係づ けメカニズムを模索す ることもなされ るべ きで あ
ろう。上位権威 とい うものをまった く否定 した組織 は一般 的にな りに くい と思
われ るが,上 位 権威 の制度化 だけが有効 な.選択の関係づ けメ カニズムで ある と
は限 らない。拙稿[1999]で論 じてい るように,組 織 の選択 とい う了解 を構成
す るメカニズムにはさまざまなヴ ァリエーシ ョンの可能性が あるZ㌔ 組織の特
徴 を活かすために,追 求す るイノベー シ ョンの.性質や リ.スクに対す る感受性の
文化的差異 な どを見極 めなが ら,上 位権威 を補完す るよ うな選択の関係づ けメ
カニズ ムを探索 ・確立 してい くことも今後必 要にな ってく る と思われ る。
21)拙稿[199田で は個人の選択 が組織 という主体の選択を指 し示す ことが組織 耳ンバ「に とって
予期 され るような コンテ クス トを組織 コンテクス トと呼び,そ の編成の解 明を通 して,日 本の企
業組織に特徴的な ア期.メカニズムを検討 して いる。
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